強度行動障害児者実態調査業務企画提案書
　　年　　月　　日

愛知県知事　大村秀章　殿
住所
法人等名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

強度行動障害児者実態調査業務を受託したいので、次のとおり企画提案書を提出します。

なお、書類の記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。
記

１　応募資格（以下の全ての要件を満たすこと）
	項　　　　　目
	該当

	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないものであること。
	

	事業実施提案書の受付期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置の対象でないこと。
	

	事業実施提案書の受付期間において、愛知県が発注する物品の製造・販売、物品の買受け、役務の提供等に係る指名停止の措置を受けていないこと。
	

	会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づき、更生手続き開始の申し立てがなされていないこと、かつ民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づき、再生手続き開始の申し立てがなされていないこと。
	

	国税および地方税を滞納していないこと。
	

	事業実施提案書提出期限の時点において、入札参加資格者名簿（最新のもの）、業務（大分類）「03 役務の提供」のうち（中分類）「07 調査委託」に登録があること。
	

	県内に本社、支社、営業所又は事務所を有すること。
	


※「該当」欄には、応募資格の各項目について該当するものに○を、該当しないものに×を記入すること。
２　申込法人（団体）の概要

	法人（団体）

名　称
	
	法人格の有無
	有　・　無

	設立年月日
	
	構成員数
	人

	所在地

（連絡先）
	住所
	〒

	
	所属
	

	
	氏名
	

	
	電話
	


	
	ＦＡＸ
	


注：見積書（任意様式）

　委託業務実施体制等について
１　運営管理体制（人員体制）について
・打合せ等に常に参加する担当者を定め、担当者の氏名の前に○印を付すこと。
・必要に応じて行を追加し、業務を担当する者をすべて記載すること。
	区　分
	氏　名
	所属・職名
	担当する業務の内容

	総括責任者
	
	
	
	

	業務担当者①
	
	
	
	

	業務担当者②
	
	
	
	

	業務担当者③
	
	
	
	


２　実施体制図
類似業務に従事した実績等

最近５年間（令和２年４月以降に完了したもの）に国・県・市町村から受託した同様の業務の実績を記入してください。（３つまで）

	業　務　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	業務の概要
	


	業　務　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	業務の概要
	


	業　務　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	業務の概要
	


様式１





様式２





様式３








